




























































An empirical study on financial issue of vocational education
 
for upper secondary level after the reform of The Three Major Policies




Reform of the Three Major Policies under the Koizumi administration made the system of finance
 
for vocational education in upper secondary level. Therefore, All prefectures and government
 
ordinance cities get independence lights of purpose for spending for fee of vocational education. In this
 
study I investigated some local self-governing bodies and solved some feature.And I tried to found
 


































































































































































































































































































































































































＊１ 文部省『産業教育七十年史』雇用問題研究会 p.396 1956年
＊２ 産業教育協会編『産業教育振興法の解説』中央社 p.137
1951年
＊３ 原正敏「産業教育振興法」『教育学事典』労働旬報社
p.336 1998年
＊４ 同協会や全国工業高等学校長協会の取り組みでは、毎年
産業教育振興のための提言をしている。この提言を見て
も、産振法改正に対する直接の反応は見られず、制度変更
に対する見解も表されていない。
＊５ 産振法制定のねらいはいくつかあるが、その内最も重要
視されていたのが、財源の確保であった。詳細については
拙稿「産業教育振興法の成立過程に関する実証的研究－
戦後高校職業教育行財政研究の側面から－」(『産業教育
学研究』第29巻第１号 p.53 1999年)を参照のこと。
＊６ 中学校の産業教育に対する国庫補助規定は「施設又は設
備」の両方をそのまま継承されることとなった。しかし、
中学校における国庫補助を実効させるために必要な「政
令で定める基準」は制定されておらず、事実上機能しない
ままである。
＊７ 「産振法による高校職業教育の施設・設備に関する基準の変遷と
産振法改正による産業教育費補助法制の変化」技術教育研究会
「技術教育研究」別冊４号 p.82～90 2010年
＊８ 岐阜県「平成21年度予算明細説明書」による。
高校職業教育における財政問題に関する実証的研究
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